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平成26年度加西市決算状況 問合先／財政課☎㊷8710　℻㊷1586
　　　　zaisei@city.kasai.lg.jp

一般会計は 6,155 万円の黒字
　一般会計の決算額は、歳入から歳出を
差し引き 1 億 3,061 万円となりました。
この額から、翌年度へ繰り越すべき財源
6,906 万円を差し引いた 6,155 万円が
実質的な黒字です。
　特別会計は、宅地造成事業以外は黒字
となっています。企業会計は、公営企業
会計制度の見直しにより、病院事業で一
時的に大きな赤字が出ています。水道・
下水道事業の赤字は、前年度より料金収
入が減少したためです。

■一般会計の歳入歳出
　前年度比で歳入が 45 億円、歳出が 44 億円の減少（約 19％）となりました。これは、平成 25 年度は土地開発公社の
解散や学校の耐震化・環境整備等の大規模建設事業を実施したことで決算規模が大きくなっていたためです。

■主に実施した施策

耐震補強を行った九会小学校の南校舎 昨年 12 月に完成した北条東こども園 旧下里小学校跡地に 28 区画を造成

北条東幼稚園と北条南保育所を一
体化し、「北条東こども園」を開園
1 億 6,762 万円（民生費）

住宅団地「ベルデしもさと」の造成
1 億 2,403 万円（宅地造成事業特
別会計）

小中学校の耐震工事、改造工事、
プール改修工事など
8 億 194 万円（教育費）

　　会計種別 歳入 歳出 収支
一般会計 186億4,420万円 185億1,359万円 1億3,061万円

特
別
会
計

国民健康保険 52億9,231万円 52億7,263万円 1,968万円
介護保険 42億3,765万円 42億3,602万円 163万円
後期高齢者医療 5億2,990万円 5億2,874万円 116万円
公園墓地整備事業 6,086万円 253万円 5,833万円
宅地造成事業 1億4,693万円 1億4,693万円 0円

企
業
会
計

水道事業 11億3,606万円 11億4,702万円 ▲1,096万円
下水道事業 23億9,352万円 24億3,200万円 ▲3,848万円
病院事業 62億 649万円 82億1,203万円 ▲20億 554万円
農業共済事業 1億 182万円 1億 171万円 11万円

歳入　186 億 4,420 万円 歳出　185 億 1,359 万円
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市税（市民税、固定資産税等）

市債（市の借金）

地方交付税
（地方財源を調整する国の交付金）

国庫支出金
（使い道を限定された国の交付金）
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諸収入（貸付金元利収入等）

地方消費税交付金
（消費税のうち地方配分金）

その他
（各種交付金、繰越金、寄附金等）

民生費【13.2 万円】
（高齢者・障がい者・子どもの福祉等）

教育費【4.9 万円】
（学校教育・施設整備等）

衛生費【5.1 万円】
（健康の保持、ゴミ・し尿処理等）

公債費【3.9 万円】
（借金の返済や利子の支払い等）

土木費【3.1 万円】
（道路、市営住宅の維持管理等）

総務費【4.1 万円】
（戸籍、徴税、防犯対策等）

農林水産業費【2.5 万円】
（農業振興、山林の管理等）

その他【3.7 万円】
（消防・商工・労働・議会等）

【市民一人あたり 40.5 万円】
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新電力で年間約1500万円削減 問合先／管財課☎㊷8704　℻㊸8257
　　　　kanzai@city.kasai.lg.jp

市役所など 23 施設の電力契約先を変更
　加西市は、シナネン株式会社と電力需給契約を締結し、
10 月 1 日から市役所など 23 施設で使用する電力を購入し
ます。電力会社 5 社と価格交渉を行った結果、最も安価の
シナネンと契約しました。
　これまで年間約 1 億円かかっていた費用は、年間約 8500
万円となり約 1500 万円の削減が見込まれます。

対象施設（23 施設）／市役所、南部学校給食セン
ター、総合教育センター、善防公民館、南部公民館、
北部公民館、斎場、健康福祉会館、加西特別支援学
校、西在田小学校を除く 14 小中学校（西在田小学
校は改築工事終了後に契約予定）
電力需給先／シナネン株式会社（東京都）

■基金残高（預金）と市債残高（借金）の状況
　基金残高は、学校の耐震化などの大規模建設事業を行ったため、取り崩して 34 億円になりました。市民一人あたり
7 万円の預金となります。基金は、災害や経済不況などの予測しがたい財政負担に備えて積み立てています。
　市債残高は、前年度比で 10 億 8 千万円減少し、428 億円になりました。市民一人あたり 94 万円の借金となります。

　平成 18 年度から計画的に公債費負担の軽減を図
ってきたため、財政の健全化を判断する 4 つの比
率はすべて健全です。
　決算時点の実質公債費比率は、償還額の減少等か
ら 12.4%（1.8 ポイント改善）となりました。ま
た、将来負担比率は、市債残高が減ったことから、
66.5%（8.0 ポイント改善）となりました。

■財政状況は健全です

26 年度加西市決算 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率（一般会計等の赤字額から財政運営の深刻度） 赤字額なし（ △ 1.02% ） 13.10% 20.0%

連結実質赤字比率（全会計の赤字額から財政運営の深刻度） 赤字額なし（ △ 15.82% ） 18.10% 30.0%

実質公債費比率（借金の返済額等から資金繰りの危険度） 12.4%（1.8 ポイント改善） 25.0% 35.0%

将来負担比率（借金の残高から将来財政への圧迫度） 66.5%（8.0 ポイント改善） 350.0% ―

■財政の 4 つの健全化判断比率
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※決算状況の詳細は、市ホームページをご覧ください。

将来負担比率

実質公債費比率

※「早期健全化基準」「財政再生基準」は、地方自治体の財政状況を客観的に判断する国が定めた基準です。
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